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１ 特定外来生物の種類 

ヌートリア 

 

２ 背景と目的 

ヌートリアは南米原産で，本来日本には生息していなかったが，1930 年代から軍

事用毛皮獣として輸入され飼育が奨励された。 

しかし，終戦後に毛皮の需用が激減すると，大多数が野に放たれ野生化して繁殖

した。 

野生化したヌートリアは深刻な農業被害や生態系被害をもたらす動物として，外

来生物法に基づく「特定外来生物」に指定された。 

本市では，平成元年以前から生息が確認されていたが，その後，生息域が急速に

広がり生息頭数も増加していると予想される。水稲や野菜等に被害を与えており，

従来の生態系への被害も危惧される。また，池の堤体や水田の畦に巣穴を作るため，

漏水といった被害も発生している。 

このため，本市では外来生物法に基づく「防除実施計画」を策定し，適切な目標

を設定して，計画的な防除を進めていく。 

 

３ 防除を行う区域 

神戸市全域 

 

４ 防除を行う期間 

防除実施計画確認の日から令和 13 年 3 月 31 日まで 

 

５ 現状 

（1）生息状況 

有害鳥獣捕獲申請や兵庫県立森林動物研究センターが実施する鳥獣害アンケート

によると，本市では，これまでに主に北区と西区で生息が確認されている。 

（2）被害状況 

本市では，これまでから水稲や野菜等の農作物被害が報告されている。 
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農作物への被害状況（兵庫県取りまとめ） 

年度 H29 H30 R1 

被害面積（ｈａ） 0.32 0.30 0.37 

被害額 （千円） 660 645 722 

（3）捕獲状況 

年度 H29 H30 R1 

捕獲頭数 80 113 78 

 

６ 目標 

本計画期間の目標は，被害の低減及び生息頭数の減少とする。なお，計画期間中

においても必要に応じて目標設定の変更を行う。 

 

７ 防除の方法等 

（1）防除の実施 

本市が主体となって，兵庫県，一般社団法人兵庫県猟友会各支部，事業者，市民

との協働と参画のもとに実施する。 

（2）捕獲及び処分 

①捕獲地域 

農業被害の発生状況に応じて，捕獲地域を設定する。 

②捕獲方法 

捕獲地域の状況に応じ，銃器，わな等の捕獲猟具を効果的に用いて捕獲を行う。 

③捕獲従事登録 

捕獲をしようとする者は，捕獲従事者届出書（様式第 1 号）を本市へ提出し，

受付印を押印した捕獲従事者届出書（様式第 1 号）の写しの交付を受ける。 

本市は，提出された捕獲従事者届出書（様式第 1 号）の内容を基に，捕獲従事

者台帳（様式第 2 号）を整備する。 

④捕獲体制 

計画的で効果的な捕獲を実施するため，地域の実情に精通した捕獲技術者や適切

な捕獲と安全に関する知識を有すると認められた市民を構成員とする捕獲班を編成
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する。 

捕獲従事者は，原則として使用する猟具に応じ，鳥獣保護法による狩猟免許を有

する者とする。 

ただし，次の要件をすべて満たしている場合は，狩猟免許を有しない者であって

も捕獲従事者として捕獲に参加できる。 

【狩猟免許を有しない者の参加要件】 

ⅰ 市又は一般社団法人兵庫県猟友会もしくは県が認める機関が実施する適切な

捕獲と安全に関する知識及び技術についての講習を受講した者 

ⅱ 良識があり，必要に応じていつでも迅速に捕獲に従事できる者 

ⅲ 施設賠償責任保険に加入している者（ただし，自己が所有又は管理している土

地において，土地所有者等の了承を得て，自己の責任と管理において，捕獲し

ようとする場合はこの限りではない） 

ⅳ 免許非所持者が捕獲行為を行う場合は，使用する猟具の狩猟免許を所持する者

の指導を受け，捕獲行為を行うこと（ただし，自己が所有又は管理している土

地において，土地所有者等の了承を得て，自己の責任と管理において，捕獲し

ようとする場合はこの限りではない） 

⑤捕獲に係る留意事項 

本市及び捕獲従事者は，捕獲を実施する際には次の事項に充分留意すること。 

ア 設置した猟具を適切に管理できる体制の整備等，錯誤捕獲及び事故の発生防     

止に万全の対策を講じるものとし，事前に関係地域住民等への周知を図ると

ともに，捕獲従事者は当市に申請した神戸市ヌートリア防除実施計画に基づ

く捕獲従事者届出書（様式第 1 号）の写しを携帯する。 

イ 捕獲に使用する猟具には，猟具ごとに外来生物法に基づく防除である旨を記

載した標識を装着し，その標識には，捕獲従事者の住所，氏名，電話番号等

の連絡先及び捕獲期間を記載する。 

ウ ヌートリア以外の野生鳥獣の繁殖に支障がある期間及び区域を避けるよう配

慮する。 

エ 鳥獣保護管理法第 2 条第 9 項に規定する狩猟期間中及びその前後における捕

獲については，同法第 55 条第 1 項に規定する登録に基づき行う狩猟又は狩猟
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期間の延長と誤認されることのないよう適切に実施する。 

オ わなの設置に当たり，ヌートリアの嗜好する餌を用いて捕獲を行う場合は，

他の鳥獣を誘引し，結果としてヌートリアによる被害発生の遠因を生じさせ

ることのないよう適切に実施する。 

カ ヌートリア以外の野生鳥獣の捕獲を避けるため，わなの設置期間中は原則と

して 1 日 1 回以上の巡視を行い，他の鳥獣がかかっていた場合はすみやかに

放獣する。 

キ 鳥獣保護管理法第 12 条第 1 項又は第 2 項で禁止又は制限されている捕獲は行

わない。 

ク 同法第 15 条第 1 項で指定されている指定猟法禁止区域内では，同区域内にお

いて使用を禁止された猟法での捕獲を行わない。 

ケ 同法第 35 条第 1 項に基づき指定された特定猟具使用禁止区域内では，同区域

内において使用を禁止された猟具による捕獲を行わない。 

コ 同法第 36 条で危険猟法として規定される手段での捕獲は行わない。 

サ 銃器での捕獲を行う場合は，同法第 38 条で禁止されている行為を行わない。 

⑥捕獲個体の処分 

ア 処分方法 

   捕獲したヌートリアは，捕獲従事者による個人的な持ち帰り及び野外への放置

のないようにし，原則として，できる限り苦痛を与えない適切な方法（炭酸ガス

等を用いた方法）により殺処分する。 

イ 処分の例外 

捕獲個体について，学術研究，展示，教育やその他公益上の目的で譲り受け

る旨の求めがあった場合は，外来生物法第5条第1項に基づく飼養等の許可を得

ている者に譲り渡す。  

なお，引取り飼養等を希望する団体に捕獲個体を引き渡す場合は，本市は，

飼養の目的等を確認の上，譲渡証明書を発行し，下記の要件や条件を伝達する。 

【伝達すべき要件】 

 外来生物法第 5 条第 1 項の規定に基づく飼養等の許可を国から得ているこ 

と（許可条件は下記のとおり） 
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 捕獲されたヌートリアを速やかに引き取ることができること 

 一定期間ごとに，引き取った個体の飼養等の状況（大きさ，重量，取扱い

状況，当該内容を示した写真など）について本市に報告できること 

【参考】防除された個体等の引取飼養等の許可条件（環境省通知） 

 飼養等をしようとする特定外来生物が，哺乳類，鳥類又は爬虫類に属する

ものであること 

 許可後の取扱方法に関し，「野外での散歩不可」といった規制内容につい

て，許可申請者が充分理解していること 

 次の事項を飼養等許可条件として付すことを，許可申請者が了承すること 

 飼養等をすることのできる数量の上限を定めること 

 不妊去勢手術等の繁殖制限措置を実施すること 

 特定外来生物の譲渡元から，防除で捕獲した個体である旨等の譲渡の経

緯を明らかにした証明書を得ること 

 マイクロチップを基本に，許可を受けていることを明らかにする措置を        

講じること 

 一定期間ごとに，引取りをされた個体の飼養等の状況（個体の大きさ，

重量の情報，取扱いの状況及び当該内容を示した写真など）について主

務大臣に報告すること 

 地方公共団体等からの要請があった場合，許可を受けた上限までの頭数

については積極的に引き取ること 

（参考）処分に関する参考指針  

動物の愛護及び管理に関する法律に基づく「動物の処分方法に関する指

針」（平成7年7月4日総理府告示第40号）  

処分動物の処分方法は，「化学的又は物理的方法により，できる限り処

分動物に苦痛を与えない方法を用いて当該動物を意識の喪失状態にし，心

機能又は肺機能を非可逆的に停止させる方法によるほか，社会的に容認さ

れている通常の方法によること。」とされています。  

また，具体事例として「動物の処分方法に関する指針の解説」（平成8

年動物処分法関係専門委員会編，㈳日本獣医師会発行）や米国獣医学会（Ａ

ＶＭＡ）により安楽死に関するガイドラインが報告されており，これらを

参考に対処することとします。 

⑦殺処分後の個体処理 

山野に放置せずに，速やかに処分することとし，感染症の危険性等を勘案して焼
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却処分を原則とする。  

やむを得ず埋葬する場合は，悪臭の発生や感染症など公衆衛生に配慮し，野生動

物による掘り返しがないよう留意する。 

（3）捕獲の記録及び報告 

捕獲従事者は，神戸市ヌートリア防除実施計画に基づく捕獲報告書（様式第 3 号）

を作成し，本市に提出する。 

（4）モニタリング 

本市は，兵庫県と連携して，生息状況，被害状況及び捕獲状況を適切にモニタリ

ングし，捕獲の進捗状況を点検するとともに，その結果を捕獲の実施に適切に反映

するよう努める。 

捕獲した個体は，できる限り捕獲個体調査，感染症調査等に提供し，科学的知見

の蓄積に役立てる。 

（5）侵入の予防措置及び被害発生の防止措置 

自治会や農会等地域ぐるみで，ヌートリアの生態を踏まえた予防措置，被害発生

防止に取り組むなど市民の積極的な参画と協働により，被害の事前回避と軽減を図

る。 

８ 調査研究 

平成 21 年の防除実施計画の策定にあたっては，兵庫県立森林動物研究センターに

よる調査結果を参考にした。 

今後も効果的な防除手法の検討と生息実態や被害実態の把握等について，関係研

究機関の協力を得て調査研究を進める。 

９ 普及啓発 

  多くの市民が自然や生物多様性，外来生物などに関する正しい知識を持ち，外来

生物問題発生の原因を認識したうえで，市民の参画と協働によって防除が効果的に

実施されるよう，広報パンフレットの作成，インターネットによる情報提供，セミ

ナー・環境学習（他機関が行うものを含む）などを行う。 


